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2023年６月１日

（電子提供措置の開始日 2023年5月25日）
株 主 各 位

東京都品川区東品川四丁目12番４号

あ ん し ん 保 証 株 式 会 社
代表取締役社長 雨 坂 甲

第21回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第21回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第21回 定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載
しておりますので、ページ中段の「株主総会関連資料」よりご覧ください。
当社ウェブサイト (https://anshin-gs.co.jp/ir-library/)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウエブサイトにも掲載しております。
下記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
東京証券取引所ウェブサイト
(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年
６月15日（木曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。

[書面による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月15日

（木曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

[インターネットによる議決権の行使の場合]
後記の「議決権行使についてのご案内」をご確認のうえ、当社の指定する議決権行

使ウェブサイト（https://www.web54.net）より議決権をご行使くださいますよう
お願い申しあげます。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産の配布は取り止めさせていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１．日 時 2023年６月16日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区八重洲一丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル
ベルサール八重洲３階ＲＯＯＭ４・５

３．目的事項
報告事項
第21期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告及び計算書類
の内容報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
【書面による議決権行使の場合】
議案に対して賛否の表示をされないときは、賛成の意思表示をされたものとして
取り扱わせていただきます。
【重複行使の取扱い】
議決権行使書用紙とインターネットの双方で議決権を重複して行使された場合、
当社へ後に到着したものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
なお、双方が同日に到着した場合は、インターネットによる議決権行使を有効な
ものとして取り扱わせていただきます。
また、インターネットで議決権行使を複数回された場合は、最後の議決権行使を
有効なものとさせていただきます。

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

〈株主様へのお願い〉
・株主総会当日までの政府等の発表内容等により上記対応を更新する場合がございま
す。インターネット上の当社ウェブサイトより、発信情報をご確認くださいますよ
う、併せてお願い申しあげます（https://anshin-gs.co.jp/）。

・事前に議決権を行使していただくに際しては、できるだけ、インターネットにより
議決権行使をいただきたくお願い申しあげます。

・体調がすぐれない株主様におかれましては、事前の行使を推奨いたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねて
おります。
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議決権行使についてのご案内
郵送による議決権行使

行使期限 2023年６月15日（木曜日）午後６時到着分まで
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、上記行使期限までに
当社株主名簿管理人に到着するようにご返送ください。
なお、同封の個人情報保護シールをご利用ください。

インターネットによる議決権行使
行使期限 2023年６月15日（木曜日）午後６時まで
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使
ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレスhttps://www.web54.net

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載され
た「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案
内に従って賛否をご入力ください。

なお、議決権行使書用紙に記載の「スマートフォン用議決権行使ウェブ
サイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、一回に限
り、議決権行使コード及びパスワードの入力を省略いただけます。

■ 株主総会にご出席いただく場合は、同封の議決権行使書用紙を右片と切り離さず
に会場受付へご提出ください。
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パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00 ）

その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせく
ださい。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）
三井住友信託銀行 証券代行部
［電話］ 0120（782）031
（受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）
注意事項

● 議決権行使のお取り扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2023年６月15日（木曜日）午後６時までとなっておりま

すので、お早めの行使をお願いいたします。

（２）複数回議決権を行使された場合、当社に最後に到着した行使を有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決権行
使書面が同日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金
（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）インターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用で
きない場合があります。

● パスワード及び議決権行使コードのお取り扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要

な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取り扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発
行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効で
す。

以 上
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事 業 報 告
(2022年４月１日から)2023年３月31日まで

１．会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、景気の緩やかな持ち直しがみられるものの、
依然として物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響を十分に注
意する必要があり、先行き不透明な状況が続いております。
賃貸住宅市場におきましては、令和４年度の新設住宅着工戸数が前年度比0.6%

の減少となり前年の増加から再びの減少となる中、貸家着工件数は前年度比5.0%
の増加、2年連続の増加となりました。（国土交通省総合政策局建設経済統計調査
室発表：建築着工統計調査報告 令和４年度計）
このような事業環境のもと、当社は新たな企業価値創造に挑戦すべく、トップ
ラインの成長に向けて、以下の施策を実施してまいりました。
営業活動につきましては、新たなクレジットカード会社との提携商品の販売や

指定信用情報機構JICCを用いた滞納報告型商品の販売等へ注力した結果、加盟店
契約数、保証件数及び保証残高は前年に引続き、堅調に増加いたしました。また、
債権管理面につきましては、組織改編に応じて回収面に関わる各運用の改善、適
正化により業務効率の向上を図ってまいりました。さらに、DXにおいて継続的に
各種Webサービス機能を拡充し、オーナー向けアプリ機能のリリースも実施して
まいりました。
以上の結果、当事業年度の業績につきましては、営業収益4,497,713千円(前期
比8.9％増）、営業利益571,042千円（前期比24.8％増）、経常利益677,471千円
（前期比15.3％増）、税引前当期純利益677,471千円（前期比16.0％増）、当期純利
益471,700千円（前期比17.7％増）となりました。
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（２）設備投資の状況
当事業年度の設備投資額は50,834千円であり、その主なものは、WEB及びア
プリ開発に伴うもの等であります。
・工具、器具及び備品： 2,998千円
・ソフトウェア ： 40,072千円
・ソフトウェア仮勘定： 7,764千円

（３）資金調達の状況
該当事項はありません。
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（４）対処すべき課題
当社は連帯保証人制度に代わる機関保証の普及を実現するというミッションを
推進していくために、新たな企業価値創造に向けてより一層の挑戦を続け、これ
までに打ち出した様々な施策を定着させるべく、以下の施策を対処すべき課題と
して取り組んでまいります。

① 新商品の拡充と既存商品の拡大
新たなクレジットカード会社との業務提携や付帯商品の開発、保証範囲拡大に

向けた取り組みや新たな収益源の確保に向けた取り組みに努め、既存商品の充実
と拡大を並行して推進し、営業の強化に取り組んでまいります。

② 回収基盤強化による流動債権比率の抑制
流動債権比率の抑制を図るため債権管理部門の人材確保と人材育成により、回

収基盤のさらなる強化へ注力するとともに、弁護士をはじめとする外部委託業者
の活用や督促支援システムを有効活用した業務効率化の向上に取り組んでまいり
ます。

③ システム機能の定着化
新たな収益構造改革に向けたシステム対応を視野に入れ、システム機能の早期

的なリリースへ注力するとともに、既存のWEBやアプリ機能の利用率向上に向け
た戦略立案、実行へ努めてまいります。

④ 人材の育成・従業員満足度の向上
働きやすい企業の定着を実現させるため、新入社員をはじめとする人材育成方

針の明確化、効果的な研修の充実・強化を図るとともに、組織力の強化並びに社
内環境整備へ努めてまいります。

⑤ コンプライアンス体制の強化
コンプライアンスは法令・社内規則等の遵守のみでないことを認識し、広く社
会規範を踏まえた業務運営を実施するとともに社内コンプライアンス研修の充実、
強化に取り組み企業価値向上へ努めてまいります。
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（５）財産及び損益の状況

区 分 第18期
2020年3月期

第19期
2021年3月期

第20期
2022年3月期

第21期
(当事業年度)
2023年3月期

営 業 収 益（千円） 3,542,472 3,946,730 4,130,357 4,497,713

経 常 利 益（千円） 454,301 799,866 587,704 677,471

当 期 純 利 益（千円） 299,673 541,742 400,809 471,700

１株当たり当期純利益（円） 16.67 30.14 22.30 26.24

総 資 産（千円） 5,054,147 6,271,533 8,066,168 9,474,368

純 資 産（千円） 2,435,649 2,941,253 1,749,074 2,165,805

１株当たり純資産額（円） 135.11 163.25 97.00 120.24

（注）１．記載金額は、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額を除き千円単位を切り捨てて表示
しております。

２．消費税等の会計処理については、第20期の期首より「収益認識会計基準」（企業会計基準第
29号 2020年３月31日）等適用により税抜方式を採用しているため、第20期及び第21期の
営業収益には消費税等は含まれておりません。第18期及び第19期については、税込方式を
採用しておりますが、非課税につき営業収益には消費税等が含まれておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第20期の期首
から適用しており、第20期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を適用し
た後の指標等となっております。

（６）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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（７）主要な事業内容（2023年３月31日現在）
家賃債務保証事業

（８）主要な営業所（2023年３月31日現在）

本 社 東京都品川区
札 幌 支 店 札幌市中央区
仙 台 支 店 仙台市青葉区
新 潟 支 店 新潟市中央区
さ い た ま 支 店 さいたま市大宮区
東 京 支 店 東京都品川区
名 古 屋 支 店 名古屋市中区
大 阪 支 店 大阪市北区
岡 山 支 店 岡山市北区
福 岡 支 店 福岡市博多区
沖 縄 支 店 沖縄県那覇市

（９）使用人の状況（2023年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
150名 9名増 34.3歳 5.2年

（注）1. 使用人数には、嘱託社員 12名、パート社員 11名を含んでおります。
2. 平均年齢・平均勤続年数には、嘱託社員、パート社員、出向受入者が含まれておりません。

（10）主要な借入先（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 350,000千円
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２．会社の株式に関する事項
（１）発行可能株式総数 63,288,000株

（２）発行済株式の総数 17,976,600株（自己株式112株を含む）

（３）株主数 3,774名

（４）大株主（上位10名）

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持株比率
ア イ フ ル 株 式 会 社 6,408,000株 35.65％
雨 坂 甲 1,995,300株 11.10％
小 川 秀 男 544,400株 3.03％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 534,700株 2.97％
高 橋 誠 一 463,500株 2.58％
正 岡 重 信 398,300株 2.22％
Ａ Ｇ キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 378,000株 2.10％
石 井 恒 男 310,000株 1.72％
政 岡 土 地 株 式 会 社 308,700株 1.72％
MSIP CLIENT SECURITIES 265,500株 1.48％
（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
（１）当事業年度末日における役員の保有する新株予約権の状況

該当事項はありません。

（２）当事業年度中に使用人又は子会社の役員及び使用人に交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

（３）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等（2023年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

雨 坂 甲 代 表 取 締 役
社 長

社長執行役員 管理部担当 営業部担当
コンプライアンス部担当

関 原 昌 浩 取 締 役 執行役員 債権管理部担当 システム部担
当

佐 藤 正 之 取 締 役 アイフル株式会社代表取締役専務執行役員
ライフカード株式会社取締役執行役員

大 川 馨一郎 取 締 役 ライフカード株式会社営業第三部長

海 原 範 隆 取 締 役
(常勤監査等委員)

村 上 寛 取 締 役
(監 査 等 委 員)

弁 護 士 法 人 大 江 橋 法 律 事 務 所
東 京 事 務 所 パ ー ト ナ ー

神 蔵 重 明 取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

（注）１．村上寛氏、神蔵重明氏は、社外取締役であります。
２．金融機関での長年の管理職経験、当社での取締役としての経験があり業務管理に精通してい
ることを当社に生かすことが期待されることから、海原範隆氏を常勤監査等委員に選定して
おります。

３．当社は、社外取締役である村上寛氏、神蔵重明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同取引所に届け出ております。

４．取締役（監査等委員）下條尚氏は、2022年６月17日開催の第20回定時株主総会終結の時を
もって取締役（監査等委員）を辞任により退任いたしました。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支
配人その他の使用人であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令が規定する額とする旨を定款に定めております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、被保険者の範囲を全役員とした役員等賠償責任保険契約を保険会社と
締結しております。当該保険の保険料は、すべて当社で負担しており、被保険者
である各役員による負担はありません。補償の内容は、法律上の損害賠償金、訴
訟費用等としております。
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（４）取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、2021年２月19日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の決
定方針を定めております。
当社の役員報酬は継続的な企業価値の向上及び企業競争力を強化するため、優
秀な人材の確保を可能とする水準とすることを基本方針としております。
具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、株主総会で

決議された会社法第361条に定める確定報酬額の範囲内で、取締役会の決議に基
づき、会社の業績、職務執行の成果・実績といった貢献に応じて評価を行い、報
酬ランク表に基づき決定しております。
監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で決議された会社法第361条に定

める確定報酬額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議をもって各監査等委
員が受ける報酬を決定しております。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の役員報酬については、株主総会の決議で、取締役（監査等委員である取

締役を除く）の年間報酬総額の上限を２億円、監査等委員である取締役の年間報
酬総額の上限を３千万円としております。（株主総会決議日：2015年６月18日）
当該株主総会終結時の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は５名、
監査等委員である取締役の員数は３名であります。
定款では、取締役の員数は10名以内、うち監査等委員である取締役の員数は５
名以内と規定しております。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社の各取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、取締役

会の委任決議に基づき、代表取締役社長兼管理部担当取締役である雨坂 甲氏が
その具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の
担当部門の成果の評価を踏まえた基本報酬の額としております。この権限を委任
した理由は、各取締役の担当部門の成果を把握し、その成果を反映した評価を実
施するにあたり適任と判断したことによります。
取締役会は、その権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、二次
評価者として人事委員会を設置しております。上記の委任を受けた代表取締役社
長は、人事委員会との協議にて報酬の具体的な内容を決定し、決定された報酬の
額は監査等委員会で確認しております。監査等委員である取締役の報酬額につい
ては、株主総会決議による監査等委員である取締役の報酬限度額の範囲内で、監
査等委員である取締役の協議で決定しております。
なお、当社の役員が当事業年度に受けている報酬は、固定報酬のみであります。
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④ 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が
判断した理由
取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の
内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と
整合していることや、人事委員会や監査等委員会の答申や意見収集の結果を尊重
しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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（５）取締役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役
(監査等委員を除く) 55,186 55,186 ― ― 4

取締役（監査等委員）
(うち社外取締役)

20,550
(11,100)

20,550
(11,100) ― ― 4

( 3)
（注） 期末現在の人員数は、取締役4名、取締役（監査等委員）3名であります。

（６）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
取締役村上寛氏は、弁護士法人大江橋法律事務所東京事務所のパートナーであ
ります。弁護士法人大江橋法律事務所は、当社と特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取締役
(監査等委員) 村 上 寛

当事業年度に開催された取締役会には16回中
16回、また、監査等委員会には13回中13回出
席し、主に弁護士としての専門的見地から、必
要に応じ、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。

取締役
(監査等委員) 神 蔵 重 明

当事業年度に開催された取締役会には16回中
16回、また、監査等委員会には13回中12回出
席し、主に警察OBとしての専門的見地及び警
察組織関係会社で経営者として培ったガバナン
スに対する知見から、必要に応じ、議案審査等
に必要な発言を適宜行っております。

③ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
取締役会に出席して、自らの知見に基づき、経営の方針や改善等の重要な事項
について、意見を述べ、意思決定に参加することで経営の監督を行いました。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の状況

ひびき監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,500千円
（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報
酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報
酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の
同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項に定められている解任事由
に該当すると認められる場合には、同上の規定に従い、監査等委員全員の同意に
よって会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等
委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。
また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる相当の事由
が生じた場合には、監査等委員会の決定により、会計監査人の解任又は不再任に
関する議案を株主総会に提出いたします。
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６．会社の体制及び方針
（１)業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
あんしん保証株式会社は、「人として社会に感謝し、地域社会の発展に挑む」とい
う経営理念のもと、コンプライアンスを前提とした企業活動を通じて、経済社会の
発展に貢献することで各ステークホルダーをはじめ、社会から信頼される企業とな
り、透明性・公正性・効率性を兼ね備えた企業経営を実現することをコーポレート
ガバナンスの重要な目的と認識している。
上記の理念・目的の確実な達成を目指し、市場環境・経済動向・関連法令の改正
その他の事業環境等当社を取り巻くあらゆる状況を踏まえて、次のとおり内部統制
システムの構築に関する基本方針を定める。
なお、取締役会は、本基本方針を事業環境の変化等に応じて適宜見直すこととし、
実効性の維持向上を図るべく不断の努力を行う。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
・法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土の醸成を目
的として、経営理念をはじめコンプライアンスに関する行動指針・規程等を
定め、当該規程等に則り各取締役及び各部門のコンプライアンスに関する状
況、職務執行の適正性につき適宜監査・監督を行う体制を整える。
・各部門の業務執行におけるコンプライアンスの実践状況や内部管理態勢等の
監査等を行うため、内部監査部門を設置し、監査等の結果について、取締役
会及び監査等委員会に適宜状況報告を行う体制を整える。
・法令・定款・社内規程への違反その他重要な事実を発見、又はその恐れがあ
る場合は直ちに監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役会に報告
する体制を整える。
・法令・定款・社内規程違反行為等の社内通報制度として社内規程の整備を図
り、通報制度の実効性を確保する。
・社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力による被害を防止するために、断固
として、反社会的勢力との関係を遮断し、不当な要求には一切応じず、毅然
とした対応を行うための体制を整える。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る文書及びその関連資料（電磁的記録を含む）その
他企業機密及び個人情報を含む各種情報は、セキュリティ及び管理・保存に
係る社内規程に基づき適切に管理・保存を行う体制を整える。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・企業の継続的発展を脅かすあらゆるリスクを把握し、対応するためのトータ
ルリスクマネジメント体制を整備するため、取締役会の直属機関としてリス
ク管理委員会を設置し、関連部門と連携して適切な危機管理を行う体制を整
える。
・緊急事態発生時の対策は、大規模自然災害・ＩＴ基幹システム障害等リスク
の種類に応じてこれを定め、迅速かつ適切に対応できる体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会を原則毎月開催するほか、必要に応じ適時臨時に開催し、経営上の
重要な項目についての意思決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督す
る。
・取締役会の効率性及び適正性を確保するため、取締役会の運営に関する規程
を定める。
・執行役員制度を導入し、責任範囲と決裁手続きを明確にして、取締役の職務
の効率化を確保する。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締
役を除く）からの独立性に関する事項

・監査等委員会は、監査等委員会の職務を補助する使用人を定め、当該使用人
に監査業務に必要な事項を指示することができる。指示を受けた使用人はそ
の指示に関して、取締役、部門長等の指示を受けないものとする。
・監査等委員会を補助する使用人の異動については監査等委員会の承認を事前
に得るものとする。
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⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び執行役員等使用人が監査等委
員会に報告をするための体制その他監査等委員会への報告に関する体制
・監査等委員会と取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人の綿密
な情報連携を図るため、取締役会をはじめとする重要会議において監査等委
員が意見を述べ、また必要に応じた説明の要請に対して取締役（監査等委員
である取締役を除く）及び使用人が適切に対応できる体制を整える。
・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が法令・定款・社内規
程への違反その他重要な事実を発見、又はその恐れがある場合、直ちに監査
等委員会に報告する体制を整える。
・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が財務報告に係る内部
統制の状況や会計基準及び内部監査部門の活動状況等を必要に応じて監査等
委員会に報告する体制を整える。
・各部門が作成し担当部門に提出した稟議書及び報告書等を監査等委員会が必
要に応じて閲覧することができる体制を整える。
・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告
をした場合、報告者が不利益とならないよう保護する体制を整える。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会が会計監査人から会計監査に関する報告及び説明を受け、必要
に応じて監査実施状況の聴取を行う体制を整える。
・内部監査部門と監査等委員会との連携体制を確保することで、不正・不当行
為の牽制・早期発見を行うための実効的な監査体制の整備に努める。
・監査等委員会が業務に関する説明又は報告を求めた場合、取締役（監査等委
員である取締役を除く）及び使用人は迅速かつ適切に対応する体制を整える。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
「内部統制システム構築に関する基本方針」の運用状況は以下のとおりであり

ます。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
・コンプライアンス規程・インサイダー取引防止規程及び細則・特定個人情報
等の適切な取扱いに関する基本方針・個人情報関連規程・回収管理細則等、
コンプライアンス諸規程は、整備運用されており、法令及び社内規程違反が
発覚した際、トラブル事案処理規程・顛末書及びオペレーションミス記録簿
マニュアルに基づき改善策とともに報告書を作成、コンプライアンス部が検
証しております。
顛末書事案に関しては、取締役会に報告、懲戒処分基準に則し、賞罰会議で
処分決定後、当事者・管理者に伝達しております。
・コンプライアンス部が内部監査を担当し、結果はワークフローにて常勤取締
役に報告しております。また、監査等委員会に報告する体制は、整備運用さ
れております。
・会社のガバナンスに影響する重要な事実の発見やその恐れがある場合、社内
通報制度規程に則った報告や各取締役の相互牽制による取締役会の運営がさ
れております。また、監査等委員会の事務局はコンプライアンス部が行い、
情報を密にする体制は整備運用されております。
・社内通報制度規程が制定されており、コンプライアンス部が臨店検査の際に
改めて説明しております。
・反社会的勢力に対する基本方針を宣言し、当社ホームページ及び各拠点に掲
示しております。警視庁の幹部OBを社外取締役（監査等委員）及び顧問に、
警察ＯＢを調査役として招いております。また、暴追センターに加入し、反
社会的勢力に関するデータを適切に取得し、審査等の取引に活用する体制が
整備運用されております。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・文書管理規程及び取締役会規程に基づき株主総会議事録・取締役会議事録そ
の他規程に定める文書を管理・保管する体制を整備し運用しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理委員会は、半期に一度のペースで開催するという規程に基づき適
正に実施され、議論や報告がなされております。
・大規模自然災害発生時の訓練、及びIT基幹システム障害時の訓練を毎年計画
し、実施されております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・定例取締役会は、月１回開催され、必要に応じ臨時取締役会も開催されてお
ります。経営上の重要な項目については、規程に基づき適正に担当役員から
上程、議論の結果取締役会において、意思決定されております。各取締役の
職務についても、職務権限に基づきワークフローによる承認、重要会議への
出席等を通じ、部下に指示や指導がなされ議事録等が提出されております。
・取締役会規程が整備されており、適正に運用がなされております。
・意思決定と業務執行の迅速化及び監督機能と執行機能の分離強化を目的とし
て執行役員制度を導入し、業務分掌及び権限を定め業務を委嘱しております。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締
役を除く）からの独立性に関する事項

・監査等委員会は、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることがで
き、指示を受けた使用人はその指示に関して、取締役、部門長等の指示を受
けないことを監査等委員会規程で定めております。
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⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告
をするための体制その他監査等委員会への報告に関する体制
・取締役会をはじめとする重要な会議に監査等委員が出席し、必要に応じ意見
を述べ説明を求め対応できる体制は取られており、議事録等においても記録
されております。
・会社のガバナンスに影響する重要な事実の発見やその恐れがある場合、不祥
事件に関する規程及び社内通報制度規程に則りコンプライアンス部に報告が
なされる体制が整備されており、コンプライアンス部は監査等委員会に報告
する体制になっております。
・財務報告に係る内部統制の状況は、コンプライアンス部が整備・運用評価し
た結果を監査等委員会に適宜報告しております。また、内部監査部門の活動
は、コンプライアンス部が監査等委員会に適宜報告しております。
・稟議書及び報告書等、ワークフローの決裁を監査等委員は閲覧できる体制に
なっております。
・通報者の保護は社内規程において明文化されており、公正な調査を実施し、
通報者の不利益とならない体制としております。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・四半期毎に三様監査が実施され、また、会計監査人から必要に応じて説明を
受ける体制が整備され、決算担当部門である管理部担当役員が同席し運用さ
れていることを確認しております。
・常勤監査等委員を中心に顛末書事案や監査結果報告を通じ、不正等を未然に
防止する対策を議論する環境が整っており、場合によっては指示がなされて
おります。
・常勤監査等委員を中心に日々の業務について不明な点は、適宜説明を求める
ことがなされております。また、定期的に取締役から業務執行状況の報告を
受けております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
2023年３月31日現在 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流動資産】 8,310,067 【流 動 負 債】 7,303,163
現 金 及 び 預 金 1,362,351 短 期 借 入 金 350,000
営 業 未 収 入 金 555,756 営 業 未 払 金 288,716
求 償 債 権 1,561,797 未 払 金 66,610
収納代行立替金 5,345,586 未 払 費 用 28,650
前 払 費 用 38,804 未 払 法 人 税 等 135,827
そ の 他 31,414 収納代行預り金 3,555,180
貸 倒 引 当 金 △585,644 預 り 金 10,766

契 約 負 債 2,687,411
【固定資産】 1,164,301 賞 与 引 当 金 76,859
有 形 固 定 資 産 47,405 保証履行引当金 80,056
建 物 39,398 そ の 他 23,084
工具、器具及び備品 5,379 【固定負債】 5,400
土 地 2,627 そ の 他 5,400
無 形 固 定 資 産 154,714 負 債 合 計 7,308,563
ソ フ ト ウ ェ ア 124,771 純 資 産 の 部
ソフトウェア仮勘定 28,475 【株主資本】 2,161,320
そ の 他 1,468 資 本 金 680,942
投資その他の資産 962,182 資 本 剰 余 金 435,942
投 資 有 価 証 券 397 資 本 準 備 金 435,942
長 期 前 払 費 用 26 利 益 剰 余 金 1,044,468
繰 延 税 金 資 産 888,011 その他利益剰余金 1,044,468
そ の 他 73,746 繰越利益剰余金 1,044,468

自 己 株 式 △33
【評価・換算差額等】 143
その他有価証券評価差額金 143
【新株予約権】 4,341
純 資 産 合 計 2,165,805

資 産 合 計 9,474,368 負債・純資産合計 9,474,368
〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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損 益 計 算 書
自 2022年４月１日
至 2023年３月31日 （単位：千円）

科 目 金 額
Ⅰ．営 業 収 益 4,497,713
Ⅱ．営 業 費 用 3,926,671

営 業 利 益 571,042
Ⅲ．営 業 外 収 益
受 取 利 息 17
受 取 配 当 金 9
受 取 遅 延 損 害 金 85,303
償 却 債 権 取 立 益 28,378
助 成 金 収 入 6,876
そ の 他 3,093 123,678

Ⅳ．営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,051
そ の 他 1,197 17,249
経 常 利 益 677,471

Ⅴ. 特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 677,471
法人税、住民税及び事業税 228,105
法 人 税 等 調 整 額 △22,334
当 期 純 利 益 471,700

〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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株主資本等変動計算書
自 2022年４月１日
至 2023年３月31日 （単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金

その他利益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 680,942 435,942 626,696 △33 1,743,548

当期変動額
剰余金の配当 ― ― △53,929 ― △53,929

当期純利益 ― ― 471,700 ― 471,700
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― 417,771 ― 417,771
当期末残高 680,942 435,942 1,044,468 △33 2,161,320

（単位：千円）
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 86 86 5,439 1,749,074

当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― △53,929

当期純利益 ― ― ― 471,700
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

57 57 △1,097 △1,040

当期変動額合計 57 57 △1,097 416,731
当期末残高 143 143 4,341 2,165,805
〔記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。〕
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない………
株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 ……定率法によっております。

主要な耐用年数は、次のとおりです。
建 物 ３年～47年
工具器具備品 ５年～20年

なお、2007年３月31日以前に取得したものについては、
償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５年
間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産 ……定額法によっております。自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、入金状況等を勘案して社内債権格付

により分類し、過去の一定の算定期間における貸倒実績等により算定した損失
見込額を計上しております。
② 保証履行引当金

債務保証に係る損失に備えるため、過去の家賃保証の履行損失率を勘案し、
損失負担見込額を計上しております。
③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。
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（４）収益の計上基準
当社の家賃保証にかかる保証料収入は、初回保証料、更新保証料及び月額保証
料とに区分されております。
初回保証料及び更新保証料については、一定の期間にわたり履行義務を充足す

る取引であり、家賃債務保証サービスを顧客に提供した時の経過に応じて、平均
入居期間等に基づいて収益を認識する方法によっております。月額保証料につい
ては、一時点において履行義務を充足する取引であり、家賃債務保証サービスを
顧客に提供した時点で、収益を認識する方法によっております。

（５）控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。
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２．重要な会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であ

って翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の
とおりであります。

① 貸倒引当金 585,644千円

債権の貸倒による損失に備えるため、顧客の入金状況等を勘案した社内格付け
等により債権を分類し、過去の一定期間における貸倒実績率等により算定した損
失見込額を計上しております。将来、顧客の財務状況が悪化し支払い能力が低下
した場合には、引当金の積み増し又は貸倒損失が発生する可能性があります。

② 保証履行引当金 80,056千円

債務保証に係る損失に備えるため、過去の家賃保証の履行損失率を勘案し、損
失見込額を計上しております。将来、顧客の財務状況が悪化し支払い能力が低下
した場合には、引当金の積み増しが発生する可能性があります。
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３．会計上の見積りの変更に関する注記
（新型コロナウイルスの感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
従来、貸倒引当金については、通常の貸倒引当金の見積方法による計上に加え、新

型コロナウイルス感染拡大の影響を鑑み、比較的短期間の滞納顧客の貸倒損失の発生
リスクが中期滞納顧客と同程度になるものと仮定し、この見積り結果と通常の見積方
法による見積り結果の中央値を追加計上しておりました。
当事業年度において比較的短期の滞納顧客の債権の分類で貸倒実績率が想定を下回

ったことから、新型コロナウイルス感染拡大の影響による追加計上を行わないことで
見直しを行っております。
この見積りの変更により、当事業年度末の貸倒引当金の金額は、従前の見積り方法

と比較して14,934千円減少し、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益は14,934千円増加しております。
保証履行引当金に関しても、同様の見積りの変更を行っておりますが、影響は軽微

であります。

（貸倒引当金の見積りの変更）
従来、自社保証商品の債権の貸倒引当金については、カード立替型商品の債権と同

様の貸倒実績率を使用して見積り計上しておりましたが、自社保証商品の債権の経過
別の貸倒実績のデータ蓄積及び整備が進んだことで、より精緻な見積りが可能となっ
たことから、自社保証商品の債権の貸倒実績率等を使用して貸倒引当金を算定する方
法に見積りの変更を行っております。
この見積りの変更により、当事業年度末の貸倒引当金の金額は、従前の見積り方法

と比較して14,099千円減少し、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益は14,099千円増加しております。
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４．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記
（１）減価償却累計額の直接控除

有形固定資産の減価償却累計額 37,737千円

（２）保証債務
債務保証額（月額） 16,405,300千円 ※１
再保証額 672,919千円 ※２
保証履行引当金 △80,056千円
差 引 額 16,998,163千円
※１ 賃借人の支払家賃等に対し債務保証を行っております。
※２ ライフカード株式会社による債務保証（賃借人の一定期間の未収家賃等に対するもの）

について再保証を行っております。

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 31,326千円
短 期 金 銭 債 務 2,635千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（支出分） 1,586千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度
期首の株式数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
の 株 式 数

普通株式 17,976,600株 ― ― 17,976,600株

（２）自己株式の総数に関する事項
事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 112株

（３）当事業年度の末日における新株予約権に関する事項
事業年度の末日において発行している新株予約権の数 87個
当該新株予約権の目的となる普通株式の数 26,100株

（４）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年６月17日
定時株主総会 普通株式 53,929 3.00 2022年

３月31日
2022年
６月20日

（５）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2023年６月16日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事
項を次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 53,929千円
② １株当たり配当額 3.00円
③ 基準日 2023年３月31日
④ 効力発生日 2023年６月19日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
繰延税金資産
契約負債否認 822,885千円
保証履行引当金繰入超過額 24,513千円
賞与引当金繰入超過額 26,926千円
未払事業税 8,557千円
減価償却超過額 4,034千円
その他 4,874千円
小 計 891,791千円
評価性引当額 △3,716千円
繰延税金資産合計 888,074千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △63千円
繰延税金負債合計 △63千円
繰延税金資産の純額 888,011千円
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９．金融商品に関する注記
（１）金融商品に対する取組方針

当社は、家賃債務保証事業を中心とした信用保証事業を行っております。これ
らの事業を行うため、資金運用については、安全性、確実性、流動性の高い運用
を原則として、資産の保全を意識した長期的な視野に立った運用を行っておりま
す。また、デリバティブを組み込んだ複合金融商品など、リスクの高い取引は行
わない方針であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、営業未収
入金、収納代行立替金、営業未払金、短期借入金及び収納代行預り金は短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）投資有価証券 397 397 ―
（2）求償債権 1,561,797

貸倒引当金（※） △541,846
1,019,951 1,019,951 ―

資産計 1,020,349 1,020,349 ―
（※）求償債権は貸倒引当金を控除しております。
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（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格
により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 397 ― ― 397

国債・地方債等 ― ― ― ―

社債 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

資産計 397 ― ― 397
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②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
求償債権 ― ― 1,019,951 1,019,951

資産計 ― ― 1,019,951 1,019,951

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

求償債権
求償債権の時価については、入金状況等を勘案して社内債権格付により分類し、
過去の一定の算定期間における貸倒実績等により算定した損失見込額を算定して
いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除し
た金額に近似していることから当該価額を時価としており、レベル３の時価に分
類しております。
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１０．関連当事者との取引に関する注記

種類 会社名
議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

その他の
関係会社

ア イ フ ル
株 式 会 社

（被所有）
直接

35.6％

間接
2.1％

諸経費の支払
（注１） 業 務 の 委託 644 未払金 133

その他の関係
会社の子会社

ラ イ フ
カ ー ド
株 式 会 社

なし

業務提携契約
（注２） 業務の提携 782,911

― ―債務の保証
（注３）

包 括 債 務
保 証 契 約 672,919

代位弁済
（注３）

包 括 債 務
保 証 契 約 366,477

立替家賃の
回収委託

立 替 家 賃
の 回 収 438,958 収納代行立替金 31,326

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）諸経費の支払額については、アイフル株式会社より提示された金額を基礎として、市場

価格を勘案して価格交渉の上、決定しております。
（注２）ライフカード株式会社との業務提携契約にかかる受取保証料は、市場価格を勘案して価

格交渉の上、決定しております。
（注３）ライフカード株式会社による債務保証（賃借人の一定期間の未収家賃等に対するもの）

について再保証及び代位弁済を行っております。

１１．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
営業収益

初回保証料 1,857,066

更新保証料 1,253,326

月額保証料 1,355,541

その他 31,778

顧客との契約から生じる収益 4,497,713

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 4,497,713
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（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
家賃債務保証事業
当社では、家賃債務保証事業において、日本国内の顧客に対して、主とし
て初回保証料契約、更新保証料契約及び月額保証料契約の締結を行っており
ます。
履行義務の充足時点については、初回保証料及び更新保証料に関しては家
賃債務保証の履行義務を充足するにつれて、平均入居期間等の一定の期間に
わたり収益を認識しております。これは、当該期間の経過が家賃債務保証契
約の履行に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対
価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。また、月
額保証料に関しては、家賃債務保証の履行義務を充足した時に、一時点で収
益を認識しております。これは、当該時点が家賃債務保証契約の履行に伴う
重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払いを受
ける権利を得ていると判断できるためであります。
家賃債務保証事業に関する取引の対価は、家賃債務保証契約締結後、概ね
２か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合がある。）しており、
当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行ってお
りません。

（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フ
ローとの関係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度
以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約負債の残高等
契約負債は、家賃債務保証事業において、支払条件に基づき顧客から受け取っ

た初回保証料又は更新保証料の履行義務の未充足部分に関するものであります。
契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、2,072,232千円であります。また、当事業年度において、契約負債が
128,499千円増加した主な理由は、契約締結に伴う未履行義務の増加によるもの
であります。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当事業年度に認識し
た収益（主に、取引価格の変動）の額に重要性はありません。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、
以下のとおりであります。

(単位：千円)

当事業年度

１年以内 2,073,121

１年超 614,289

合計 2,687,411

１２．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 120円24銭
（２）１株当たり当期純利益 26円24銭

１３．重要な後発事象に関する注記
(自己株式の取得)
当社は、2023年５月11日開催の取締役会決議において、会社法第165条第３

項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式
の取得に係る事項について決議し、以下のとおり自己株式の取得を行いました。

(1）自己株式の取得の理由
当社は、資本効率の向上及び株主還元の充実を図るため、自己株式の取得を
行うものであります。

(2）取得に係る事項の内容
取得した株式の種類 当社普通株式
取得した株式の総数 605,100株
取得価額の総額 160,956,600円(1株につき266円)
取得日 2023年５月12日
取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引

（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による買付け
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年5月18日

あんしん保証株式会社
取 締 役 会 御中

ひびき 監 査 法 人

東京事務所

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 岡 田 博 憲

業務執行社員 公認会計士 椙 山 嘉 洋
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、あんしん保証株式会社の2022年４
月１日から2023年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2023年５月11日開催の取締役会決議におい
て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己
株式の取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を行っている。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第21期事業年
度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のと
おり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項
に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(会
社の内部統制に係る体制全般）について取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査方針、監査計画等に従い会社の内部統制部門
と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行に関する事業の報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しま
した。また、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査しました。
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、
会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月19日
あんしん保証株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 海原 範隆 ㊞
監査等委員 村上 寛 ㊞
監査等委員 神蔵 重明 ㊞

（注）監査等委員 村上 寛及び神蔵 重明は、会社法第２条第15号及び第
331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件
当期の期末配当につきましては、安定した配当を維持する当社の方針及び株主の
皆様の日頃のご支援にお応えする必要があること等を総合的に勘案いたしまして、
下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類
金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金３円00銭 総額53,929,464円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月19日

第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
定款第20条第１項の規定により、現在の取締役（監査等委員である取締役を除
く）４名は、本総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、これに伴い、
取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の選任をお願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１
あめ さか まさる

雨 坂 甲
（1958年12月19日生）

2002年12月 当社取締役
2005年12月 当社代表取締役社長
2018年５月 当社代表取締役社長営業部管掌

コンプライアンス部担当
2019年６月 当社代表取締役社長営業部担当

コンプライアンス部担当
2021年１月 当社代表取締役社長コンプライ

アンス部担当
2021年10月 当社代表取締役社長社長執行役

員コンプライアンス部担当
カスタマーセンター担当

2022年６月 当社代表取締役社長社長執行役
員管理部担当
営業部担当
コンプライアンス部担当
（現在に至る）

1,995,300株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

２
せき はら まさ ひろ

関 原 昌 浩
（1963年8 月12日生）

1983年10月 アイフル株式会社入社
1994年４月 同社東日本３課長
2009年９月 同社管理本部支配人
2012年７月 同社内部監査部長
2017年７月 同社管理推進部長
2019年４月 当社顧問
2019年６月 当社取締役債権管理部担当
2021年10月 当社取締役執行役員

債権管理部担当
2022年６月 当社取締役執行役員債権管理部

担当
システム部担当
（現在に至る）

0株

３
さ とう まさ ゆき

佐 藤 正 之
（1957年9 月 9日生）

1982年８月 アイフル株式会社入社
2010年４月 同社取締役常務執行役員
2010年６月 当社取締役（現在に至る）
2011年６月 アイフル株式会社取締役

専務執行役員

2012年６月 ライフカード株式会社取締役執
行役員（現在に至る）

2014年６月 アイフル株式会社
代表取締役専務執行役員
（現在に至る）

［重要な兼職の状況］
ライフカード株式会社取締役執行役員
アイフル株式会社代表取締役専務執行役員

０株

４
おお かわ けい いち ろう

大 川 馨 一 郎
（1964年10月30日生）

1990年 8 月 アイフル株式会社入社
2006年４月 同社 財務部長
2006年10月 同社 カウンセリングセンター

東日本 センター部長
2008年４月 同社 保証事業部長
2011年７月 アイフル株式会社 保証事業部

長 兼 ライフカード株式会社
保証営業部長

2017年４月 ライフカード株式会社 営業第
三部長

2022年 6 月 当社取締役
（現在に至る）

０株

（注)１．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、2023年３月31日時点における株式の数を記載してい
ます。
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３．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の
使用人であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とす
る旨を定款に定めております。佐藤正之氏、大川馨一郎氏が監査等委員でない取締役として
再任された場合は、両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することにな
る法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしており
ます。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時
には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
定款第20条第２項の規定により、現在の監査等委員である取締役２名は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。これに伴い、監査等委員である取締役２名
の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
また、村上寛氏と神蔵重明氏の両氏は、会社法第２条第15号に規定する社外取締

役候補者であります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式の数

１
むら かみ ひろし

村 上 寛
（1969年10月11日生）

1992年４月 東レ株式会社入社
1996年10月 阿部・井窪・片山法律事務所入

所
第一東京弁護士会所属
(1996年登録 48期）

2002年８月 Pillsbury Winthrop（New
York）
(現 Pillsbury Winthrop
Shaw Pittman LLP）
(現 ピルズベリーウィンスロッ
プショウピットマン（総合法律
事務所））
ニューヨーク州弁護士（2003
年登録）

2003年８月 弁護士法人大江橋法律事務所入
所(現在に至る)

2015年６月 当社取締役（監査等委員）（現
在に至る）

［重要な兼職の状況］
弁 護 士 法 人 大 江 橋 法 律 事 務 所
東 京 事 務 所 パ ー ト ナ ー

０株

２
かみ くら しげ あき

神 蔵 重 明
（1952年1 月18日生）

1974年３月 警視庁入庁
1988年３月 杉並警察署 警部
1999年３月 警視庁 警視
2008年３月 警護課長 警視正
2009年２月 麹町警察署長
2012年２月 警視長
2012年４月 株式会社弥生共済会 代表取締

役社長
2018年４月 当社顧問
2021年6 月 当社取締役（監査等委員）

（現在に至る）

０株
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（注)１．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、2023年３月31日時点における株式の数を記載してい
ます。

３．村上寛氏を監査等委員である社外取締役として選任した理由は弁護士の資格を有し、法律の
見識に富むことを当社に生かすことが期待されるからであります。
神蔵重明氏を監査等委員である社外取締役として選任した理由は、警察組織で培った豊富な
経験と知見やその関係会社で経営者として培ったガバナンスに対する知見を当社に生かすこ
とが期待されるからであります。

４．村上寛氏が監査等委員である社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって
８年であります。
神蔵重明氏が監査等委員である社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもっ
て2年であります。

５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の
使用人であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とす
る旨を定款に定めております。村上寛氏、神蔵重明氏が監査等委員である取締役として再任
された場合は、両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

６．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することにな
る法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしており
ます。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時
には同内容での更新を予定しております。

７.村上寛氏及び神蔵重明氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引
所の定める独立役員として指定し届け出ており、両氏の選任が承認された場合は、引き続き
独立役員となる予定であります。
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査等委
員１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠監査等委員である候補者は次のとおりであります。
また、伊賀幸一氏は、会社法第２条第15号に規定する社外取締役の補欠の監査等
委員である候補者であります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

い が こう いち

伊 賀 幸 一
（1977年11月13日生）

2002年４月 アイフル株式会社入社
2011年７月 同社 監査役室 課長補佐

エルシステムサービス株式会社
(現 AGギャランティー株式会
社) 監査役
株式会社ライフストックセンタ
ー（現 AGストックセンター）
監査役

2015年６月 アイフル株式会社監査等委員会
室課長補佐

2018年４月 ビジネクスト株式会社
（現 AGビジネスサポート株
式会社）監査役
アストライ債権回収株式会社
（現 ＡＧ債権回収株式会社）
監査役
アストライパートナーズ株式会
社（現 AGパートナーズ株式
会社） 監査役
ＡＧキャピタル株式会社監査役

2019年６月 アイフル株式会社監査等委員会
室課長補佐(現在に至る)

０株

（注)１．候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．候補者の所有する当社株式の数は、2023年３月31日時点における株式の数を記載していま
す。

３．伊賀幸一氏は補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
４．伊賀幸一氏を補欠の監査等委員である社外取締役として選任した理由は、他社で監査役を務
めた経験があり、監査の業務に精通していることを当社に生かすことが期待されるからであ
ります。

５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の
使用人であるものを除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とす
る旨を定款に定めております。伊賀幸一氏が監査等委員である取締役として就任した場合
は、同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。
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６．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することにな
る法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしており
ます。伊賀幸一氏が監査等委員である取締役として就任した場合は、当該保険契約の被保険
者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しておりま
す。

以上

― 50 ―

2023年05月17日 17時10分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



1階が信金中央金庫
または信金中央金庫
の看板が目印
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日本橋駅(東西線)

大丸

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第21回定時株主総会会場ご案内図
会場：東京都中央区八重洲１－３－７八重洲ファーストフィナンシャルビル

ベルサール八重洲３階ＲＯＯＭ４・５

■交通のご案内
「日本橋駅」Ａ７出口 直結（東西線・銀座線・浅草線）
「東京駅」 八重洲北口徒歩５分（ＪＲ線・丸ノ内線）
（お願い）
※会場へは地下１階より、エレベーターで３階へお越しください。
※受付は３階ＲＯＯＭ４でいたしております。
株主総会にご出席の株主様へのお土産の配布は取り止めさせていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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